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◆ インボイス発⾏事業者となった⼩規模事業者に関する経過措置（２割特例）の⾒直し

１ 適格請求書等保存⽅式に係る経過措置の⾒直し

インボイス発⾏事業者の登録を受けたことにより免税事業者から課税事業者となった個人事業者に係る令和９年分・

令和10年分の消費税の確定申告において納付税額を売上税額の３割とすることが可能となりました（３割特例） 。

令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和10年 

個人事業者

法人（例12月決算）

２割特例 ３割特例
法人は３割特例適用不可

※ 一般課税又は簡易課税での申告となります。なお、簡易課税での申告

に当たり、簡易課税への円滑な移行措置が創設されております。

主な適用要件

・ 基準期間（適用を受ける年の２年前※）の課税売上高が1,000万円以下であること
・ インボイス発⾏事業者の登録を受けていること

※令和９年分なら令和７年、令和10年分なら令和８年

・ 個人事業者であること
３割特例に関する

動画はこちら ＞

※
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◆ ３割特例を適⽤することができない事業者

１ 適格請求書等保存⽅式に係る経過措置の⾒直し

○ インボイス発⾏事業者の登録を機に免税事業者からインボイス発⾏事業者として課税事業者になった個人事業者が
適⽤できるため、例えば、以下のいずれかに該当する場合などは、本特例は適⽤できません。
１ 法人
２ インボイス発⾏事業者でない課税事業者
３ 次に掲げる場合などに該当し、課税事業者となる者
・ 基準期間における課税売上高が1,000万円を超える事業者
・ 高額特定資産を取得した場合等であって免税事業者とならない事業者

○ 上記に加え、課税期間の特例の適⽤を受ける場合も、本特例は適⽤できません。
○ 令和６年10月１日以後に開始する課税期間からは、課税期間の初日において、国内に恒久的施設（PE）を有しない
国外事業者も、本特例は適⽤できません。

【例】免税事業者である個人事業者が、令和5年10月１日から登録を受けた場合における同日以後の２割特例・３割特例の適用関係
（基準期間の課税売上高のみを考慮し、令和３・4年の課税売上高が1,000万円以下である場合）

令和10年令和９年令和８年令和７年令和６年令和５年年分

800万円900万円1,200万円800万円1,100万円900万円課税売上高

適⽤不可適⽤可
(３割特例)適⽤不可適⽤可

（２割特例）
適⽤可

（２割特例）
適⽤可

（２割特例）適用の可否

詳しくは・・・
国税庁ＨＰのインボイスQ&A問115-2
《３割特例の適⽤ができない課税期間》を

ご覧ください。
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１ 適格請求書等保存⽅式に係る経過措置の⾒直し

簡易課税制度の適⽤を受けるには、原則として、適⽤を受けようとする課税期間の初日の前日までに「消費税簡易課税

制度選択届出書」を提出する必要がありますが、２割特例・３割特例の適用を受けた翌課税期間に簡易課税制度の適⽤を
受けようとする場合は、その適用を受けようとする課税期間の申告期限まで※１・２に届出書を提出することで、その課税
期間から簡易課税制度の適用を受けることが可能となりました。

３割特例で申告 簡易課税で申告可能 4/1

令和10年分 令和11年分 令和12年分

簡易課税届出書

簡易課税届出書

令和11年に簡易課税を適用する場合、
本来、令和10年12月31日までに提
出する必要 ３割特例の適用を受けた翌年であれば、その

申告期限（令和12年4月1日）までに提出すればよい

２割特例で申告 簡易課税で申告可能 5/31

令和９年３月期 令和10年３月期 令和11年３月期

簡易課税届出書

簡易課税届出書

令和10年３月期に簡易課税を適用す
る場合、本来、令和9年３月31日まで
に提出する必要 ２割特例の適用を受けた翌課税期間であれば、その

申告期限（令和10年５月31日）までに提出すればよい

３月決算法人の例

個人事業者の例

※１ 「２割特例」の適⽤を受けた課税期間の翌課税期間が、令和８年９月30日以前に終了する課税期間である場合は、その課税期間の末日までとなります。
※２ 確定申告書の提出期限の特例の適⽤を受ける法人等に関しては、当該特例により延⻑された期限が届出書の提出期限となります。

 簡易課税制度への円滑な移⾏措置
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１ 適格請求書等保存⽅式に係る経過措置の⾒直し

免税事業者などインボイス発⾏事業者以外の者から⾏った課税仕⼊れにつき、その⼀定割合を控除できる経過措置
について、適用期限を２年間延⻑した上で、以下のとおり控除可能割合が⾒直されました（７・５・３割控除） 。

R11.10R10.10 R13.10R12.10

80％

50％(３年)

0％

改正前

２年

0％
R8.10

２年 １年
２年延⻑

70％改正後

50％
30％

７・５・３割控除については、⼀のインボイス発⾏事業者以外の者からの課税仕⼊れの合計額（税込み）が、その年⼜
は事業年度で１億円（改正前︓10億円）を超える場合には、その超えた部分の課税仕入れについて適用できません。
※ 令和８年10月１日以後に開始する課税期間から適⽤されます。

◆ 免税事業者等からの課税仕⼊れに係る経過措置の⾒直し
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２ 国境を越えた電⼦商取引に係る課税の⾒直し
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◆ 背景

物品販売に係る国境を越えた電子商取引の
市場は急速に拡大する中、少額輸入貨物に対
する免税制度による競争上の不均衡や国外事
業者による無申告といった課題が顕在化

① 諸外国と同様、少額輸⼊貨物に対する免税制度の対象となる取引について、
その販売者に消費税の納税義務を課す制度の導入

② プラットフォーム事業者に物品販売に係る納税義務を転換する制度を導入

現状の問題点

国内外の事業者間の競争条件の
を

図るため



２ 国境を越えた電⼦商取引に係る課税の⾒直し
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【適⽤開始時期】
令和10年４月１日以後に⾏われる資産の譲渡について適⽤されます。





２-１ 少額輸入貨物の課税関係
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◆ 概要
 「特定少額資産の譲渡」については、国内で譲渡されたものとみなして課税の対象となりました。
 「特定少額資産の譲渡」を⾏う事業者は、国外事業者であっても課税期間単位で税務署に対して申告・納税を⾏う必要があり
ます。ただし、第⼆種プラットフォーム事業者を介して⾏う資産の譲渡に該当する場合には、当該第二種プラットフォーム事業
者が特定少額資産の譲渡をした事業者に代わって申告・納税を⾏うこととなります。

現⾏ ⾒直し後 消費者に輸入消費税の納税義務あり。ただし、円
滑な通関確保の観点から１万円以下の貨物の輸⼊
が原則として免税

 輸⼊を伴う通信販売は、国外に所在する資産の販
売であるため、消費税は不課税

 ⼤量に輸⼊される少額貨物を税関において課税するこ
とは現実的でないため、引き続き輸⼊消費税は免税

 諸外国や国内取引と同様、販売者に消費税の納税義務
を課し、税務署に納税申告を⾏うこととする。

※ 特定少額資産の譲渡︓事業者が通信販売の⽅法により国内以外の地域から国内に宛てて発送する資産の譲渡で、⼀の資産に
ついて対価の額が１万円（税抜き）以下の資産の譲渡
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◆ 特定少額資産販売事業者の登録制度の創設

 特定少額資産の譲渡を⾏い、⼜は⾏おうとする事業者であって、当該特定少額資産の譲渡に係る課税貨物を
他の者に保税地域からの引取りを⾏わせようとする事業者は、税務署⻑の登録を受けることができます。

 この登録は事業者の任意であり、登録を受けようとする事業者は、「特定少額資産販売事業者の登録申請書」
を、納税地を所轄する税務署⻑に提出する必要があります。

 特定少額資産販売事業者の登録申請書は令和９年10月１日から提出することができます。

 この登録を受けた事業者は「特定少額資産販売事業者」といい、次の事項が国税庁ホームページにおいて公表
されます。

○ 特定少額資産販売事業者の氏名又は名称及び登録番号
○ 特定少額資産販売事業者の登録年月日
○ 特定少額資産販売事業者が法人である場合は、本店又は主たる事務所の所在地

＜国税庁ホームページに公表される主な事項＞

２-１ 少額輸入貨物の課税関係



消費税の課税事業者であること
※ 登録を受けた事業者は、その登録を取り消さない限り、消費税の免税事業者となる
ことはできない

登録する
事業者の要件

保税地域から引き取られる課税貨物のうち、輸⼊申告書等に以下の事項を付記すること
により証明されたものである場合、特定少額資産販売事業者が⾏う特定少額資産の譲渡に
係るものについては、消費税を免除

登録の効果

特定少額資産販売事業者が少額特定資産の譲渡を⾏った場合には、当該特定少額資産の
譲渡に係る資産の発送に係る仕⼊書その他の書類に以下の事項を記載⼜は記録し、当該特
定少額資産を輸⼊しようとする者⼜は輸⼊申告を代理する通関業者へ通知登録を受けた

事業者の義務
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◆ 特定少額資産販売事業者の登録制度の創設

・課税貨物に係る特定少額資産の譲渡を⾏った特定少額資産販売事業者の登録番号
・課税貨物が特定少額資産の譲渡に係るものである旨

・特定少額資産販売事業者の登録番号
・当該資産が特定少額資産の譲渡に係る資産に該当する旨

２-１ 少額輸入貨物の課税関係





２-２ デジタルプラットフォームを介して⾏う資産の譲渡等に係る課税関係
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◆ 概要
第⼆種プラットフォーム事業者が提供するデジタルプラットフォームを介して⾏う⼀定の資産の譲渡で、当該第

⼆種プラットフォーム事業者を介してその対価を収受するものについては、当該第二種プラットフォーム事業者が
これらの資産の譲渡を⾏ったものとみなして、消費税の申告・納税を⾏う。
イメージ



内容用語

不特定かつ多数の者が利⽤することを予定して電⼦計算機を⽤いた情報処理に
より構築された場であって、当該場を介して当該場を提供する者以外の者が電気
通信利用役務の提供を⾏うために、当該電気通信利用役務の提供に係る情報を表
⽰することを常態として不特定かつ多数の者に電気通信回線を介して提供される
もの

現⾏

デジタル
プラット
フォーム 不特定かつ多数の者が利⽤することを予定して電⼦計算機を⽤いた情報処理に

より構築された場であって、当該場を介して当該場を提供する者以外の者が資産
の譲渡等を⾏うために、当該資産の譲渡等に係る情報を表⽰することを常態とし
て不特定かつ多数の者に電気通信回線を介して提供されるもの

改正後
(R10.4.1〜)
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（例）アプリストア、オンラインモールなど

２-２ デジタルプラットフォームを介して⾏う資産の譲渡等に係る課税関係



内容用語
アプリストアなどのデジタルプラットフォームを提供している事業者で、以下の指定

要件を満たす事業者として、国税庁⻑官の指定を受けたプラットフォーム事業者

第一種
プラットフォーム事業者

オンラインモールなどのデジタルプラットフォームを提供している事業者で、以下の
指定要件を満たす事業者として、国税庁⻑官の指定を受けたプラットフォーム事業者

第二種
プラットフォーム事業者

プラットフォーム事業者のその課税期間において、その提供するデジタルプラッ
トフォームを介して⾏われる①と②の資産の譲渡に係る対価の額のうち、当該プ
ラットフォーム事業者を介して収受するものの合計額が50億円を超えること
① 国外事業者が国内において⾏う資産の譲渡
（これに付随する資産の譲渡等を含む。）

② 事業者が⾏う特定少額資産の譲渡
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プラットフォーム事業者のその課税期間において、その提供するデジタルプラッ
トフォームを介して国外事業者が日本国内向けに⾏う消費者向け電気通信利⽤役務
の提供に係る対価の額のうち、当該プラットフォーム事業者を介して収受するもの
の合計額が50億円を超えること

（注）令和10年４月１日以降の内容

２-２ デジタルプラットフォームを介して⾏う資産の譲渡等に係る課税関係
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◆ 第⼆種プラットフォーム事業者の届出義務と指定

◆ 第⼆種プラットフォーム事業者の公表

指定要件を満たす事業者は、「プラットフォーム事業者の指定届出書」を、納税地を所轄する税務署⻑
を経由して国税庁⻑官に提出する必要があります。

＜制度開始時における届出及び指定＞
プラットフォーム事業者の指定届出書は、令和９年１月１日から３月３１日までのプラットフォーム課税が

適⽤される取引⾦額に４を乗じて１年換算した⾦額が５０億円を超えているかどうかにより判定し、令和９年
６月30日までに提出する必要があります。
この場合、令和10年４月１日にその指定の効⼒が⽣じます。

国税庁⻑官は、第⼆種プラットフォーム事業者を指定したときは、第⼆種プラットフォーム事業者に対し
て指定した旨を書面で通知するとともに、以下の事項を国税庁ホームページに公表します。

＜国税庁ホームページに公表される主な事項＞

〇 第⼆種プラットフォーム事業者に係るデジタルプラットフォームの名称
〇 第⼆種プラットフォーム事業者の氏名又は名称
〇 第⼆種プラットフォーム事業者の指定の効⼒が⽣ずる年月日

２-２ デジタルプラットフォームを介して⾏う資産の譲渡等に係る課税関係
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◆ 第⼆種プラットフォーム事業者の指定を受けた場合

 国税庁⻑官から第⼆種プラットフォーム事業者の指定通知を受けた事業者は、資産の譲渡を⾏う事業者に
対し、第二種プラットフォーム課税が適用される旨及びその指定の効⼒が⽣ずる年月日を通知する必要が
あります。

 第⼆種プラットフォーム事業者に指定された事業者が提供するデジタルプラットフォームを介して⾏われ
る資産の譲渡については、第二種プラットフォーム事業者が特定少額資産の譲渡を⾏う事業者等に代わっ
て申告・納税を⾏うこととなります。
したがって、当該資産の譲渡を⾏う事業者においては消費税の申告・納税は不要です。

 第⼆種プラットフォーム事業者が適格請求書発⾏事業者（インボイス発⾏事業者）である場合、プラッ
トフォーム課税の対象となる資産の譲渡について、適格請求書（インボイス）の交付義務が⽣じます。

２-２ デジタルプラットフォームを介して⾏う資産の譲渡等に係る課税関係



◆ 改正内容
事業者が輸出として⾏われる資産の譲渡⼜は貸付けのうち、その輸出取引の代⾦を現⾦⼜は⽀払った事実が

明らかでない⽅法により受領する場合（例︓いわゆる地下銀⾏）については、現⾏の輸出免税の適⽤要件とな
っている輸出許可書等の保存に加えて、輸出の仕向国における輸⼊許可書に相当する書類（その電磁的記録を
含む。）を保存しなければならないこととされました。
（注）通常の貿易取引において⼀般的に⽤いられる銀⾏振込や荷為替⼿形により代⾦決済した場合は対象外

３ 現⾦取引等における輸出免税要件の⾒直し
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【適⽤開始時期】
上記の改正は、令和８年10月１日以後に⾏われる資産の譲渡等について適⽤する。

＜輸出免税を悪⽤した消費税不正還付が⾏われる事案例（イメージ）＞



暗号資産の譲渡及び貸付け並びに電⼦決済⼿段の貸付けについて、⾒直しが⾏われました。
〇 暗号資産及び電⼦決済⼿段の貸付けについて、非課税とされました。
〇 消費税の課税売上割合の計算上、暗号資産の譲渡については、その譲渡に係る対価の額の５％相当額を
資産の譲渡等の対価の額に算⼊することとされました。

４ 暗号資産に係る課税関係の⾒直し

21

改正後改正前改正内容

非課税課税暗号資産及び
電⼦決済⼿段の貸付け

譲渡の対価の額の
５％を算⼊算⼊しない暗号資産の譲渡に係る

課税売上割合の計算

【適⽤開始時期】
上記の改正は、消費税法施⾏令の⼀部を改正する政令（令和８年政令第96号）において定める日以後に⾏われ

る資産の譲渡等について適⽤する。

◆ 改正内容



◆ 改正内容
非居住者に対して⾏う国内に所在する不動産等の売買や賃貸の仲介といった役務の提供等（仲介⼿数料等）

について、その役務の提供を受ける者の居住地にかかわらず、消費税の課税対象（輸出免税の対象外）とされ
ました。

５ 不動産取引の仲介等に関する課税関係の⾒直し
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【適⽤開始時期】
上記の改正は、令和８年10月１日以後に⾏われる資産の譲渡等について適⽤する。
ただし、令和８年３月31日までに締結した契約に基づき事業者が⾏う資産の譲渡等については、改正前の消費税法が適⽤

されるため、輸出免税の対象となる。

不動産に係る権利に類するもの（参考）
鉱業権、租鉱権、採石権、試掘権、樹木採取権、公共施設等運営権、漁港水面施設運営権、漁業権、⼊漁権など

＜国内に所在する不動産に関するサービスに対する消費税の課税関係＞

国内の不動産に関するサービス
の効果は国内で⽣じることや諸
外国においても付加価値税が課
せられていること等を踏まえ、

消費税の課税対象



６ 一定の事項が記載された帳簿のみの保存による仕入税額控除の特例
◆ 改正内容
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【適⽤開始時期】
上記の改正は、令和８年９月１日以後に⾏う課税仕⼊れについて適⽤する。

盗難特定⾦属製物品の処分の防⽌等に関する法律（⾦属盗対策法）に規定する特定⾦属くずについて、古物商特
例や再⽣資源等特例の対象から除いた上で、同法上の特定⾦属くず買受業の届出を⾏っている事業者が適格請求書
発⾏事業者でない者から棚卸資産（消耗品を除く）として買い受ける特定⾦属くずについて、⼀定の事項が記載さ
れた帳簿のみの保存により仕⼊税額控除を認める特例の対象に加えることとされました（特定⾦属くず特例）。
特定⾦属くず特例の適⽤を受ける場合、帳簿には「特定⾦属くず特例の対象となる旨」及び「課税仕⼊れの相⼿

⽅の住所⼜は所在地」の記載が必要※になります。

インボイス発行
事業者以外の者

金属盗対策法の
届出あり

特定金属くず 金属盗対策法の
届出なし

控除可能

控除不可

※ ⾦属盗対策法により、本人特定事項として住居等の確認を⾏うこととされていないものは、「課税仕⼊れの
相⼿⽅の住所⼜は所在地」について記載を要しません。

2026年



◆ 消費税に係る貸倒れの範囲の⾒直し

７ その他の改正事項（参考）
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◆ ⾦⼜は⽩⾦の地⾦の課税仕⼊れに係る仕⼊税額控除の要件

◆ 非課税規定

消費税に係る貸倒れの範囲に、早期事業再⽣法による権利変更決議に基づいて債権の切捨てがあったことを加える。

⾦⼜は⽩⾦の地⾦の課税仕⼊れに係る仕⼊税額控除の要件として保存することとされている本人確認書類の範囲に
特定在留カード等を加える。

イ 更⽣保護制度の充実を図るための保護司法等の⼀部を改正する法律による改正後の更⽣保護事業法に規定する更
⽣保護事業として⾏われる資産の譲渡等について、引き続き消費税を非課税とする。

ロ 介護保険法等の改正を前提に、同法の規定に基づく居宅サービス等について、引き続き消費税を非課税とする。
ハ 学校教育法の改正により創設される専修学校の専攻科に係る授業料、⼊学⾦等について、消費税を非課税とする。
ニ 新たなワクチン（RSウィルス感染症）追加後の予防接種法の健康被害救済給付に係る医療について、所要の法令
改正を前提に、引き続き消費税を非課税とする。

法令対象法人
関係法令等の⾒直し社会医療法人

継続
社 会 福 祉 法社会福祉法人

◆ 法別表第三法人



〜 最後に 〜
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インボイス制度特設サイト

国境を越えた電⼦商取引に係る
消費税の課税関係について


